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Ⅰ．背景・目的 

宮城県沿岸部の農地は，東北地方太平洋沖地震に伴う大津波の浸水による塩害だけでな

く，地盤が沈下し塩分濃度の高い地下水が相対的に上昇した。このため，今後は縦浸透法

や溶出法による塩害対策に加え，地下水由来の塩害対策も検討していく必要がある。筆者

らはこうした塩害対策を講じるため，沿岸部の津波被災農地において地下水のモニタリン

グを実施しており，岩沼市の津波被災農地において復旧後，営農再開後に地下水の電気伝

導度が変化したことを確認したので報告する。  

Ⅱ．調査 

1．調査地  

調査圃場は宮城県岩沼市における

太平洋から約 0.7km の位置にある標

高 0m 程度の水田（面積 1ha（125m

×80m））である（図 1）。大津波によ

り 20 日程度海水が浸水するととも

に，約 30cm 地盤が沈下し津波土砂

が 10cm 程度堆積した。平成 25 年 4

月に本格的な復旧作業が始まり，平

成 26年 3月に縦浸透法による除塩対

策が行われ，同年 5 月に稲作が再開

された。この地域では震災発生以前からしばしば塩分濃度の高い地下水による塩害が発生

しており，平成 8 年度からの圃場整備を契機に 30cm の盤上客土と深度 40cm に設置する浅

層暗渠による塩害対策が実施された 1)。  

2．調査方法  

調査圃場に地下水観測井を設け，地下水の電気伝導度（以下 EC という）と地下水の水

位変化を 1 時間間隔で観測した。観測は平成 24 年 9 月～平成 25 年 3 月（復旧前）および

平成 26 年 1 月～9 月（復旧後，営農再開後）に行った。復旧前の観測においては EC セン

サ（デカゴン社製 5TE）と圧力式水位計（メテオ電子社製デジタル水位記録計）を用い，

復旧後においては EC・水深センサ（デカゴン社製 CTD センサ）を用いた。地下水の EC

は，復旧前は田面から深さ 0.70m，復旧後は 0.65m の位置で観測した。  

Ⅲ．調査結果と考察 

平成 24 年 12 月から 25 年 2 月（復旧前）における地下水の EC と水位の動向を図 2，3

に示す。地下水の EC は 20dS/m 以上の値であり，塩分濃度が高いことが認められた。塩害

が発生する恐れがあるため，排水機場の稼働時間を調節し，塩害が発生しないように地下

水位を調整することが必要であると考えられた 2）。  

図 1 調査圃場位置図（google map に加筆）  

調査圃場  
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図 2 地下水の EC（H24.12 月－H25.2 月） 図 3 地下水位（H24.12 月－H25.2 月）  

図 4 地下水の EC（H26.3 月－6 月） 図 5 地下水位（H26.3 月－6 月）  

平成 26 年 3 月から 5 月（復旧後）における地下水の EC と水位の動向を図 4，5 に示す。

平成 26 年 3 月初めの地下水の EC は 10dS/m 程度であり，復旧前と比べ低下したことが認

められた。3 月中旬と下旬に縦浸透法による塩害対策が行われると，EC は徐々に低下し

5dS/m 程度となり，5 月上旬に代掻きが行われると，再び低下し 3dS/m 程度となった。地

下水位は，除塩対策のための入水時と稲作のための湛水管理期間に上昇したことが認めら

れた。なお，地下水の EC は平成 26 年 6 月から 9 月まで 2～3dS/m で推移し，稲に塩害等

の生育障害はみられず，無事に収穫された。  

岩沼市では平成 24 年度に内陸部の津波被災農地の復旧が進み，平成 25 年 5 月から 9 月

にかけて稲作が再開された。内陸（上流）部からの灌漑水量，水田からの排水量が増加し

たため，平成 25 年 2 月から 26 年 1 月にかけて試験圃場の地下水の EC が低下したと考え

られる。また，縦浸透法による塩害対策および稲作の湛水管理によって，地下水の EC が

低下したと考えられる。このモニタリングにより水田の復旧および営農再開によって地下

水の EC に変化があったことを確認することができた。今後も引き続き，沿岸部の地下水

動態を把握していきたい。  
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